
 

 

資料１ 

一般財団法人 公務人材開発協会 

 令和３年度事業計画書 

 

 

Ⅰ 基本方針 

 

「職場づくり人づくりで社会に貢献する」、「人事行政実務の基盤を支える」ことを目標に掲げ、

国及び地方公共団体その他公共的役割を担う団体等（公共部門）の組織運営上及び人事管理上の課

題に的確に対応し、以下に留意しつつ、人材開発、人事実務等の分野における多様で質の高い制度

企画、運用支援についての事業活動を推進する。 

 

(1) 人材開発に係る主催研修の着実な実施 

令和２年度は２３本の主催研修を企画したが、新型コロナ感染の影響もあり、実施に至ったの

は６本であった。令和３年度も新型コロナの影響を見通すことができないことから研修の企画数

は１４本にとどめ（令和元年度企画数２５本）、予定されているオリンピック・パラリンピックの

実施時期や感染が起こりやすい冬場を避けつつ第２・第３四半期に重点的に実施し、着実な実施

を目指す。 

 

(2) 講師派遣の拡大 

新型コロナ感染の影響もありオンライン研修に対するニーズが高まりつつあるところ、オンラ

イン研修実施の働きかけを含め、講師派遣件数の拡大を図る。 

   

(3) 「公共」に関する教材の編集 

  高校の学習指導要領の改訂を踏まえ、新たな必須科目「公共」の授業において活用できるよう

な倫理に関する基本項目の解説及び討議用のテーマ、事例集と指導のポイントを内容とする教材

の編集を行い、清水書院から出版する予定である。 

 

Ⅱ 事業計画 

 

１ 公務人材開発協会事務局関係 

（1）研修企画実施事業 

令和３年度に企画する研修は下記の６種類、１４本。 

① 接遇研修指導者養成研修会 

② 公務員倫理研修(ＪＫＥＴ)指導者養成研修会 

③ 仕事と人のマネジメント（ＪＳＴ）基本コース指導者養成研修会 

④ 新ＯＪＴ指導者養成研修会 

⑤ ハラスメント防止研修リーダー養成コース 

⑥ 研修プランナー養成研修 

 

  



 

 

(2) 国際協力研修事業 

ＪＩＣＡ上級人事管理及び人事行政は、令和３年度もＪＩＣＡとの受託契約期間内であり、ベ

トナム戦略的幹部来日研修は契約期間を１年間延長して臨んでいる。新型コロナ感染の影響によ

り、令和２年度は国際協力研修の実施に至らず、現在のところ、令和３年度における国際協力研

修の具体的な実施予定は立っていないが、社会の状況が安定し、国際協力研修の実施計画が具体

化する場合には、適切に対応する。 

 

(3) 研修講師派遣事業 

   人材育成・能力開発研修への講師派遣 

各種団体等が実施する研修に講師を派遣する（カリキュラム及び研修教材の作成を含む）。  

（主な出講テーマ）  

ハラスメント防止、メンタルトレーニング、マネジメントスキル、コミュニケーションスキ

ル、接遇、公務員倫理、コンプライアンス、再任用職員研修、人事評価研修 など 

 

(4) 人材育成に関するコンサルティング事業 

    会員機関等に対する人材開発計画の策定、研修カリキュラム・研修資料の作成、研修コースの

評価システムに係る企画等に関するコンサルティングを実施する。 

 

(5) 編集発行事業 

   研修教材（研修シート、指導の手引、指導者用マニュアル等）の発行を行う。 

（発行等する主な研修教材） 

① 接遇研修教材 

② 公務員倫理研修（ＪＫＥＴ）教材 

③ ＪＳＴ基本コース 

④ 新ＯＪＴ研修教材 

（研修教材本） 

⑤ 公務員研修教材（新採用職員研修用） 

⑥ 「公共」に関する教材の編集 

 

(6) 人材確保業務支援事業 

    各種団体等が実施する採用試験（登用試験）に面接員派遣等の業務を行う。 

 ① 採用（登用）試験面接員派遣業務 

  ② 「職場適応性検査」の実施（問題集の提供と採点等） 

 

２ 人事行政研究所関係 

(1) 調査研究事業 

ア 自主調査研究事業 

公務員制度又は民間企業の人事制度等の諸課題に関する調査研究を実施する。 

 

  



 

 

イ 受託調査研究 

各種団体等からの委託契約に基づき、教育職員の俸給表等について調査研究を実施する。 

 

(2) 人事管理諸施策に関するコンサルティング事業 

ア 契約支援事業 

各種団体等とのコンサルタント契約等に基づき、人事制度の構築又は人事実務（給与決定

等）の適正な運用に資するための助言及び援助を行う。 

 

イ 一般支援事業 

国家公務員の人事諸制度に準拠した人事管理を行う各種団体等の人事実務担当者からのメー

ル・電話・ＦＡＸ等による質問・照会に対して、国の人事諸制度についての解説やその運用実

態の紹介などを行う。 

 

(3) 人事実務研修実施事業 

人事実務担当者の実務能力や技術の向上に資するため、次の人事実務研修会を実施する。（年間

延べ 16 回実施予定） 

① 給与実務研修会（人事院勧告、俸給関係及び諸手当などテーマ別に実施） 

② 服務・懲戒実務研修会 

③ 勤務時間・休暇関係実務研修会 

④ 非常勤職員雇用の人事実務研修会 

⑤ 苦情相談実務研修会 

⑥ 育児休業制度等実務研修会 

⑦ 分限処分・懲戒処分実務研修会 

⑧ 再任用・退職手当・年金制度の実務者研修会 

⑨ その他、必要に応じて開催する研修会 

 

(4) 編集発行事業 

 人事行政等に関する図書の編集、発行等 

国家公務員の人事行政関係の法令集、実務手引書等の編集、発行等を行う。 

（編集、発行等する主な図書） 

①  服務・勤務時間・休暇関係法令集（編集・発行） 

② 服務・勤務時間・休暇関係質疑応答集（編集・発行） 

③ 国家公務員の給与のてびき（編集・発行） 

④ 別冊 国家公務員の給与のてびき（編集・発行） 

⑤ 任用実務のてびき（編集・発行） 

⑥ 災害補償関係法令集（編集・発行） 

⑦ 公務員の新たな定年制度詳解（65 歳定年制の導入）（編集・発行） 

⑧ 給与小六法（編集） 

⑨ 公務員人事関係判定集（編集等） 

⑩ 問答式 財政会計の実務（編集等） 



 

 

⑪ 公務員給与事務提要（編集等） 

⑫ Ｑ＆Ａ公務員給与事務提要（編集等） 

⑬ 海外派遣留学視察総覧（編集等） 

⑭ 公務員服務関係実務要覧（編集等） 

⑮ 基本行政通知処理基準（編集等） 

⑯ 人事給与法規総覧（編集等） 

⑰ 注解：国家公務員六法（編集等） 

⑱ 人事六法（編集等） 

 

(5) 研修講師派遣事業 

人事実務研修会への派遣事業 

各種団体等が実施する国家公務員の人事諸制度の制度説明会等に講師を派遣する。 

 

３ その他 

(1) 機関誌発行 

公益財団法人 日本人事試験研究センターと協力して機関誌「試験と研修」を発行（隔月。年 6

回）するほか、人事行政研究所の機関誌「人事行政」を発行（年 1～2 回）する。 

  

配布先：会員その他国・地方公共団体等の人事・研修担当部局等  

発行部数： 「試験と研修」3,300 部、「人事行政」3,000 部 

 

(2) 会員活動助成金支給事業 

地方における人材の開発・育成に関する自主的な研究会等の活動に対し、助成金を支給する。 

 

以  上 


